
１． はじめに

近年，低入札価格調査制度の対象工事が増加し

ている（図―１）。特に，平成１７年度は，大規模

工事において低入札価格調査制度の対象となる工

事の増加傾向が見受けられた。いわゆるダンピン

グ受注は，公共工事の品質の確保に支障を及ぼし

かねないだけでなく，下請へのしわ寄せ，労働条

件の悪化，安全対策の不徹底等につながるおそれ

があり，国民の安心・安全の確保や建設業の健全

な発展を阻害することが懸念されている。

国土交通省では，「品質の確保等を図るための

著しい低価格による受注への対応について」（平

成１５年２月１０日付け国官総第５９８号，国官会第２２２０

号，国地契第８３号，国官技第２８９号，国営計第１５７

号，国総入企第４７号）を定め，従前より低入札価

格による受注に対する措置等を行ってきたところ

であるが，今般，大規模工事を中心とした低価格

による入札事案を踏まえ，主に大規模工事の低入

札価格調査制度対象工事に対する対策として「い

わゆるダンピング受注に係る公共工事の品質確保

及び下請業者へのしわ寄せの排除等の対策につい

ダンピング受注に係る
直轄工事の品質確保について

国土交通省大臣官房技術調査課

図―１ 低入札価格調査の状況
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て」（平成１８年４月１４日付け国官総第３３号，国官

会第６４号，国地契第１号，国官技第８号，国営計

第６号，国総入企第２号，以下，「本通達」とい

う）を定め，各地方整備局に通達したところであ

る。

本稿では，国土交通省直轄工事における低入札

の問題点および本通達の概要について紹介する。

２． 国土交通省直轄工事における
低入札の問題点

国土交通省では，平成１４年３月１日から１６年３

月３１日に施工した工事のうち，低入札価格調査制

度の対象となった工事について，データの収集お

よび分析を行った。その結果，次の問題点が明ら

かとなった。

! 低入札工事については，完成時の実績デー

タにおいて平均的に赤字受注となることが確

認できた。また，低入札工事の各経費につい

ては，工事の標準的な経費を少なからず下回

り，また，入札時の予定と最終的に要した実

績とは大きく異なっている（図―２）。

図―２ 低入札工事の各経費の状況

図―３ 低入札工事の工期の状況
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図―４ 「工事成績評定点７０点以下の工事」や「下請企業が赤字の
工事」の発生状況と落札率の関係

図―５ 低入札工事と工事成績評定点の関係

図―６ 低入札工事における施工体制の状況

ダンピング受注の真相に迫る

６０ 建設マネジメント技術 2006年 6月号



" 低入札工事では，受注者において，コスト

を抑えるために工期を短縮しようとする意識

が働いている。その結果，安全確保のため通

常は採用しない無理のある工法を採用する事

例が発生している（図―３）。

# 落札率が低くなるほど，工事成績評定７０点

以下の工事や下請企業が赤字の工事の割合が

増加する（図―４）。

$ 低入札工事は，標準工事に比べ，平均工事

成績評定点が低くなる傾向にある。

また，落札率が低くなるほど工事成績評定

点６５点未満の工事の割合が増大し，７０点以上

の工事の割合が減少する（図―５）。

% 下請契約の契約書において「契約工種」や

「数量」を明記していないなど不備が見られ

る工事は，落札率が低いほど多い。また，落

札率が下がるほど，下請企業が赤字となる工

事の比率が増加する（図―６）。

３． 本通達の内容

! 適正な施工の確保の徹底

! 低入札価格調査制度調査対象工事に係る重

点調査の対象拡大および調査結果のホームペ

ージにおける公表

「低入札価格調査制度対象工事に係る重点

調査の試行について」（平成１２年１２月１２日付

け建設省会発第７７３号，建設省厚契発第４４

号，建設省技調発第１９３号，建設省営計発第

１５９号。以下「重点調査試行通知」という）

に基づき試行している重点調査について，予

定価格２億円以上の低入札価格調査制度調査

対象工事はすべて当該重点調査を実施し，調

査結果については各地方整備局ホームページ

において公表することとした。また，予定価

格２億円未満の場合においても積極的に試行

するものとした。

" 下請業者への適正な支払確認等のための立

入調査の強化等

地方整備局等の建設業担当部局等は，一般

競争入札における低入札価格調査制度調査対

象工事を中心に，下請業者も含め緊急立入調

査を実施し，契約の締結状況，下請代金の支

払い状況等について，より詳細な実態把握を

行うとともに，必要に応じフォローアップの

ための追加調査を行うこととした。

また，調査の結果，改善が必要な場合に

は，建設業法に基づく勧告，監督処分等の措

置を講じるほか，必要に応じて関係機関への

通報を行うものとした。

なお，建設業法に基づく監督処分が行われ

た場合には，これと連動して，発注部局にお

いても指名停止等の措置を実施することとし

た。

# 工事コスト調査の内訳の公表

国土交通省直轄工事における工事コスト調

査については，低入札価格調査制度調査対象

工事において，「工事コスト調査について」

（平成１４年２月１２日付け国地契第５４号，国官

技第３１６号，国営計第１８９号）および「工事コ

スト等調査について」（平成１４年２月１２日付

け国港管第１１３５号，国港建第２５６号）により

措置されているところであるが，工事施工後

に行う工事コスト調査の内訳および上記低入

札価格調査制度調査対象工事に係る重点調査

における資料等との整合性などについての分

析結果を各地方整備局ホームページにおいて

公表することとした。

$ 発注者の監督・検査等の強化

予定価格２億円以上の低入札価格調査制度

調査対象工事について，モニターカメラを工

事現場に設置し，監督業務において補助的に

活用することにより，工事全体の施工状況を

把握することとした。また，発注者の指定す

る不可視部分の出来高管理を，受注者がビデ

オ撮影により行い，検査時等において発注者
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に提出することを契約上義務付けることとし

た。

「政府調達に関する協定」（平成７年条約

第２３号）の適用を受ける工事における低入札

価格調査制度調査対象工事については，契約

図書に示された施工プロセスで施工管理が適

切に行われているかを発注者が常時確認し，

工事成績評定にも反映させることとした。

" 受注者側技術者の増員の対象拡大

「品質の確保等を図るための著しい低価格

による受注への対応について」（平成１５年２

月１０日付け国官総第５９８号，国官会第２２２０

号，国地契第８３号，国官技第２８９号，国営計

第１５７号，国総入企第４７号）第２の１．!に規

定する要件については，予定価格２億円以上

の工事の場合には，「７０点未満の工事成績評

定を通知された企業」を要件とし，対象を拡

大することとした。

# 指名停止措置の強化

低入札価格調査制度調査対象工事におい

て，粗雑工事が生じた場合は，指名停止期間

につき最低限３カ月とするための指名停止措

置運用基準の改正を行うこととした。

! 適正な競争環境の整備

! 前工事の単価による後工事の積算

大規模工事における国庫債務負担行為の設

定を再検討し，可能な限り分割発注を行わな

いよう事業計画を設定することとした。

また，前工事と後工事の関係にある工事の

うち，「政府調達に関する協定」の適用を受

ける前工事が，低入札価格調査制度調査対象

となった場合については，前工事で単価等の

合意を行い，後工事に係わる随意契約を行う

場合は，前工事において合意した単価等を後

工事の積算で使用するものとし，その旨を入

札説明書等で明記するものとした。

" ダンピング受注対策地方協議会の開催

地方整備局の管轄区域を基本として，地方整備

局の発注部局および建設業担当部局が中心となっ

て，管内都道府県，政令市等から設置されてい

る，ダンピング受注対策地方協議会を本年度早期

に開催し，低入札価格調査等に係る情報（落札

率，受注業者名，施工状況等）の集約を行うとと

もに，必要な取り組みについて，意見交換を行う

こととした。

４． おわりに

上記以外のダンピング受注への対策として，価

格のみではなく，価格以外の要素も総合的に評価

して落札者を決定する総合評価方式の活用も一定

の効果があると考えている。

国土交通省では，「平成１８年度における国土交

通省直轄事業の入札及び契約に関する事務の執行

について」（平成１８年４月１９日付け国官総第４８―２

号，国官会第８７―２号，国地契第５号，国官技第

１２号，国営計第１１号）において，一層の透明性お

よび競争性の確保，公共工事の品質確保の促進等

を図る観点から，平成１８年度の直轄工事における

入札・契約手続について，各地方整備局に対し，

上記の対策の徹底を含め，留意する事項を通達し

たところであるが，通達において，平成１８年度の

総合評価方式の適用工事の目標を，全工事発注件

数の５割相当以上（全工事発注金額の８割相当以

上）とし，総合評価方式に積極的に取り組んでい

くこととした。

国土交通省では，今後とも，適正な価格と品質

に基づいた，信頼性の高い公共工事の調達に努め

ていく。
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